
 

 

 

 

令和2年度指定居宅介護支援事業所集団指導（第１回） 

令和２年８月７日（金） 

午後 1時 30分～ 
資料４ 

 

 

 

 

説明内容④ 

 

指定居宅介護支援事業所の実地指導及び留意事項等について 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南部町 健康福祉課 
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1  南部町指定居宅介護支援事業所の実地指導について 

 事業所の運営や報酬請求の状況、高齢者の尊厳保持等に関する理解や取り組みについて確認し、必要に応じた

助言や指導を行うことにより、保険給付の適正化及び介護サービスの質の確保・向上を図ることを目的に行う。 

（１）集団指導 

実施時期    令和２年８月・令和３年３月 

指導内容    介護保険制度改正の内容、過去の指導事例等に基づく指導等 

対    象    町内すべての指定居宅介護支援事業所 

（２）実地指導（一般指導） 

実施時期    令和 2年９月～令和 2年 12月  

指導内容     運営基準全般、報酬請求事務等 

（３）実地指導予定事業所 

 事業所名 住所 運営法人等 

１ 居宅介護支援事業所サリヴァン 大向字泉山道９番地 95 合同会社たかはし 

２ ニチイケアセンターなんぶ 
沖田面字土城後 28番地 1 

ﾃﾅﾝﾄ・ﾒｸﾞ１階３号 
株式会社ニチイ学館 

３ ケアプランニング想い 大向字小波田47番地２ 株式会社絵夢プランニング 

（４）実地指導の流れ 

①実施通知送付（南部町健康福祉課 → 事業所） 

約１か月前に以下の項目について文書にて通知し、資料の提出を求める。 

・ 実地指導の日時及び場所、実地指導担当者等 

・ 協力依頼内容（事前提出資料、当日準備物、留意事項等） 

 

②事前提出書類の作成・提出（事業所 → 南部町健康福祉課） 

実地指導日の約２週間前までに事前提出書類を作成し、提出を求める。 

 

③実地指導当日 

事業所に出向き、管理者ヒアリングや事業所に保管されている関係書類の確認を行う。  

 

④結果通知送付（南部町健康福祉課 → 事業所）  

実地指導終了から１～２か月後を目途に結果通知を送付する。  

 

種 類 内   容 改善報告書 

文書指摘 関連法令等や指定基準等に違反すると認められることから速やか

な是正改善を求める場合 

提出を求める 

口頭指摘 関連法令等の違反で軽微と認められる場合 提出は求めない 

アドバイス事項 関連法令の違反とは認められないが、今後の運営上、改善が望

ましい場合 

提出は求めない 
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⑤改善報告書の作成・提出（事業所 → 南部町健康福祉課） 

実地指導の結果通知にて改善を要すると認められる指摘事項があった事業所については、早急に改善の

依頼をし、改善状況についての報告書の提出を求める。  

 

⑥改善状況の確認・再指導等（南部町健康福祉課 → 事業所） 

提出した報告書を基に改善状況を確認し、改善が不十分な点があった場合は、再度調査・指導を行

う。  

 

※監査を実施する場合 

① 要確認情報が町に対し寄せられた場合 

 ア 通報・苦情・相談等に基づく情報 

 イ 国民健康保険団体連合会、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情 

 ウ 国民健康保険団体連合会、保険者からの通報情報 

 エ 介護給付適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者 

 オ 「介護サービス情報の公表」の未実施情報 

② 実地指導中に著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危害を及

ぼすおそれがあると判断した場合 

③ 実地指導中に介護報酬に係る費用の請求に誤りが確認され、その内容が著しく不正な請求と認められる場

合 

 

２ 他市町村等で行われた行政処分の事例について 

（１）運営基準違反［法第 84条第１項第３号］ 

居宅サービス計画書に利用者の同意がない、モニタリングに関する記録がない、担当者会議の記録がないなどの

運営基準違反があった。 

（２）不正請求［法第 84条第１項第６号］ 

運営基準減算に該当する運営違反があったにも関わらず、所定の減算を行わずに介護報酬を不正に請求し、

受領した。 

（３）業務遂行義務違反［法第 84条第 1項第 4号］ 

   ① 訪問介護事業所を居宅介護サービス計画に反し過剰に利用させていた。 

   ② 利用者に対して、訪問介護事業所が居宅サービス計画に沿ってサービス提供を行っていないことを認識してい

たにもかかわらず、居宅サービス計画を変更していなかった。 

     ※指定居宅介護支援事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令

を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

（４）虚偽報告［法第 84条第 1項第 7号］ 

監査により提出を命じた書類について、虚偽の書類の提出が確認された。 
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3 留意事項（介護報酬の算定要件について） 

（１）居宅介護支援費 

居宅介護支援費は、ケアプランを作成し、居宅介護支援を提供したことに対する報酬で、毎月算定します。事業

所全体での取扱件数に応じて次の（Ⅰ）～（Ⅲ）の３区分に分かれ、区分と要介護度により単位数が異なりま

す。 

 

居宅介護支援費の区分と単位数 

 取扱件数 要介護１～要介護２ 要介護３～要介護５ 

居宅介護支援費（Ⅰ） 40件未満 1,057 単位／月 1,373 単位／月 

居宅介護支援費（Ⅱ） 40件以上 60件未満 529単位／月 686単位／月 

居宅介護支援費（Ⅲ） 60件以上 317単位／月 411単位／月 

 

① ケアマネジャー１人当たりの取扱件数を確認 

●基本的に事業所に所属するケアマネジャー１人（常勤換算）当たりの平均で計算します。 

●ケアマネジャーが１人の居宅介護支援事業所は、39件までは（Ⅰ）を算定します。 

●常勤換算方法で１を超えた数のケアマネジャーがいる場合は、40 にその数をかけた数から１を減じた件数まで

（Ⅰ）を算定します。 

●40件目（常勤換算法で１を超える数のケアマネジャーがいる場合には、40にその数をかけた件数）以降につ

いては、取扱件数に応じ、それぞれ（Ⅱ）（Ⅲ）を算定します。 

●一部のケアマネジャーに取扱件数が著しく偏るなど、居宅介護支援の質の確保に支障がある場合は、是正す

る必要があります。 

＜チェック項目＞ 

ケアマネジャー１人当たりの取扱件数を確認 

□ ケアマネジャー１人当たり 40人を超えている場合は、取扱件数に応じて居宅介護支援費（Ⅱ）（Ⅲ）

を算定しているか 

□ ケアマネジャー１人（常勤換算）当たりの利用者数としているか 

□ 介護予防支援の要支援者は、２分の１として件数に含めているか 

 

② 居宅介護支援費の割り当て 

●居宅介護支援費（Ⅰ）（Ⅱ）及び（Ⅲ）の利用者ごとの割り当ては、利用者の契約日が古いものから順

に算定します。 

＜チェック項目＞ 

居宅介護支援費の割り当て 

□ 居宅介護支援費の区分の割り当ては、利用者の契約日が古い順から算定しているか 
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（２）退院・退所加算 

退院・退所加算は、医療連携を強化・推進するために、病院や介護保険施設等から退院又は退所する時に情

報共有を行ったことを評価するものです。同一の退院・退所に対して１回を限度に、行った連携の方法や回数に応

じた区分の加算を算定できます。 

 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 450 単位 
病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により１回受けていること 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 単位 
病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカン

ファレンスにより１回受けていること 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 600 単位 
病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカン

ファレンス以外の方法により２回受けていること 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 750 単位 
病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供を2回

受けており、うち１回以上はカンファレンスによること 

退院・退所加算（Ⅲ） 900単位 
病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供を３

回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによること 

 

 退院・退所加算が算定できる条件 

●退院又は退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合に算定できます。 

   ●情報共有とは、利用者の退院又は退所に当たって、病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介

護保険施設の職員と面談等を行い、利用者に関する必要な情報を提供してもらった上で、ケアプランを作成し、

サービスの利用に関する調整を行うことです。 

   ●入院又は入所等の期間中に行った連携の方法や回数に応じて１回まで算定できます。ただし、初回加算を

算定する場合は算定できません。 

   ●算定には、利用者が退院又は退所してから遅くとも７日以内に情報を得ている必要があります。これを遅れて

しまうと算定ができません。 

   ●入院中に担当医などとのカンファレンスに参加した場合は、そのカンファレンスの日時、開催場所、出席者、

内容についてケアプランなどに記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付します。 

 

         

 

 

 

 

 

  

 

 

 

日時、開催場所、出席者、内容については第４表

や第５表の支援経過へ記録し、担当医等からの療

養上の留意事項等について必要がある項目について

は第２表のサービス内容に記載し、本人及び家族、

関係者間で共通理解のもと支援を展開することも必

要です。（プランの作成、説明、同意） 

 

診療報酬の退院時共同指導料算定方法でいう

病院から利用者又は家族へ提供された「病院の

医師や看護師等と共同で退院後の在宅療養に

ついて指導を行い、患者に情報提供した文書」と

解釈します。 
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 カンファレンスとは、診療報酬上の退院時共同指導料２の注３の要件を満たすものをいいます。 

       

退院時共同指導料２【診療報酬加算】 

     （注１）入院中の保険医療機関の保険医もしくは看護師等、薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士もしくは社会福祉士が、入院中の患者に対して、患者の同意を得て、退院後

の在宅での療養上必要な説明及び指導を、在宅療養担当医療機関の保険医もしくは当該保険

医の指示を受けた看護師等、薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士も

しくは社会福祉士又は当該保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等と共同して行

ったうえで、文書により情報提供した場合  400 点（入院中１回限り） 

 

     （注２）入院医療機関の医師と在宅担当医が共同して指導 ＋300点 

 

     （注３）入院医療機関の医師もしくは看護師と在宅療養スタッフ３名以上※1が共同して指導  

＋2,000 点 

           ※1在宅療養スタッフが３名以上とは、下記のうち、いずれか３者をいう 

            ・在宅療養担当医療機関の保険医もしくは看護師 

            ・保険医である歯科医師もしくは看護師 

            ・保険薬局の保険薬剤師 

            ・訪問看護ステーションの看護師等、理学療法士、作業療法士もくしは言語聴覚士 

            ・ケアマネジャー 

＜チェック＞ 

退院・退所加算が算定できる条件 

□ 同時に初回加算を算定していないか（初回加算との同時算定不可） 

□ 退院・退所前又は退院・退所後７日以内に情報を得ているか 

□ 提供を受けた日時、情報の内容、手段などを記録し、その内容を利用者等に交付しているか 

□ （Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ、（Ⅲ）を算定する場合には、規定されたカンファレンスに参加しているか 
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事業者の求められる「法令順守」 

重要：日常的なコンプライアンス体制の確保が必要 

（１）介護保険制度において、介護サービス事業者・施設の義務とは 

① 要介護者及び要支援者の人格を尊重すること 

② 介護保険法又はそれに基づく政令・省令を遵守すること 

③ 要介護者又は要支援者のために忠実にその職務を遂行すること 

④ 上記の業務の履行が確保されるよう、業務管理体制を整備すること 

 

（２）「法令遵守」（＝コンプライアンス）とは 

            ① 指定の取消処分などの事由になるような行為をしないこと 

② 人員、設備、運営基準などを守り、法律にのっとったサービスを提供すること 

 

～ 「知らなかった」 という言い訳は、通用しない！～ 

 

 

※南部町HP>健康・福祉>介護保険>介護保険事業者向け情報 

http://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/7,0,26,335,html 

 指定居宅介護支援事業所の実地指導について 

             ○事前に提出していただく書類 

              ２ 自己点検シート（人員・設備・運営編） 

              ３ 自己点検シート（介護報酬編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠法令等 

○介護保険法 

○南部町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例  

○南部町介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福

祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について（平成 12年老企第36号） 

 

年に１回 

確認！ 


